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特集●研究開発の国際展開

はじめに

　防災科研に、現在の気象災害軽減イ
ノベーションセンターの前身であるイ
ノベーションハブ推進室が設置された
のは、2015年7月のことです。ちょ
うど同じ年に、国連で防災に関わる2
つの国際的な目標が採択され、気象災
害軽減イノベーションセンターは、そ
の2つの目標を踏まえて活動していま
す。2つの目標とは、「持続可能な開
発 目 標（Sustainable Development 
Goals：SDGs）」と、防災・減災に関
する国際的な指針である「仙台防災枠
組2015-2030」のことです。これら
の国際枠組（目標）は有機的に結びつ
いていますが、本稿では、特に、気象
災害の被害軽減に関わる科学技術イノ

SDGs（持続可能な開発目標）の推進
科学技術イノベーションを通じた SDGs への貢献と取り組みの紹介
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国連で採択された「SDGs（持続可能な開発目標）」と、「仙台防災枠組 2015-2030」
の 2 つの目標を踏まえ、気象災害の被害軽減に関わる科学技術イノベーションを推進する。
ハザードの可視化や性能・品質の検証法およびリスク評価手法の開発とその標準化に取り組
み、国際展開を進める。

ベ ー シ ョ ン（Science, Technology 
and Innovation : STI）の推進を目
的に設置された気象災害軽減イノベー
ションセンターのSDGs推進に関わる
取り組みについて紹介します。

科学技術イノベーションを通じた
SDGs への貢献

　持続可能な開発目標（SDGs）とは、
2015年9月の国連サミットで採択さ
れた「持続可能な開発のための2030
アジェンダ」に記載された2016年か
ら2030年までの国際目標です。持
続可能な世界を実現するための17の
ゴールと169のターゲットから構成
されています。
　我が国では、内閣総理大臣を本部長
とするSDGs推進本部が、2016年5

月に、内閣に設置されました。同本部
では、同年12月に、SDGsの実施に
関わる国家戦略としての「SDGs実施
指針」を決定し、2017年12月に、日
本の「SDGsモデル」の方向性や主要
な取り組みを盛り込んだ「SDGsアク
ションプラン2018」を決定するなど、
政府としてSDGs実施に向けた計画的
な取り組みが進められています。
　SDGs実施指針では、科学技術イノ
ベーション（STI）が、優先課題とし
て位置付けられるとともに、多様な分
野において課題の解決に不可欠な横断
的要素として位置付けられています。

気象災害軽減イノベーションセン
ターの取り組み

　気象災害軽減イノベーションセンター
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貢献する活動に参画しています。
　例えば、国内の研究開発法人等を
含めた取り組み事例を冊子としてま
とめ、2017年5月に国連で開催した
STI forumで配布して世界に紹介する
ことになり、日本の取り組み等を紹介
する冊子「Book of Best Practices」
が制作されました。気象災害軽減イノ
ベーションセンターでは、海外展開も
想定して進めている「IoTを活用した
地域防災システム開発プロジェクト」
から、熊本地震後に地盤が悪くなった
ため危険性が高まった土砂災害発生の
予兆を検知したいという地域の課題を
解決するために開発した安価な土砂災
害検知センサーの事例をこの冊子に紹
介しました（図1参照）。なお、他機
関の活動事例も含めた冊子の内容は、
JSTのホームページ（https://www.
jst.go.jp/sdgs/practices/index.
html）に、日本語で紹介されています。

は、2016年度から7年計画でスター
トした防災科研の第4期中長期目標の
一つである「防災科学研究におけるイ
ノベーションの中核機関の形成」を推
進することを目的として、2016年に
設置された戦略的なセンターです。中
核的機関としての産学官連携の推進、
基盤的観測網・先端的研究施設の運用・
共用促進、研究開発成果の普及・知的
財産の活用の促進、研究開発の国際的
な展開、人材育成、防災行政への貢献
などを通じて、STIを推進しています。
さらに、SDGsを中核とする「持続可
能な開発のための2030アジェンダ」
の実現に向けて、科学技術の側面か
らどのように貢献できるか（STI for 
SDGs）という観点から検討し、現
在、気象災害軽減イノベーションセン
ターは、国立研究開発法人科学技術振
興機構（JST）が推進する、政府、大
学、研究開発機関、NGO、企業等の
ステークホルダーが連携してSDGsへ

防災科学技術により世界のレジリエンス強化へ

おわりに

　気象災害軽減イノベーションセン
ターは、防災科研企画部とともに、
2017年からJSTで定期的に開催され
ているSDGsにおける科学技術イノ
ベーションの貢献に関する意見交換会

（STI for SDGs意見交換会）に出席
し、他機関と意見交換を行っています。
さらに、防災科研では、国際標準化推
進に向けたプロジェクトチームを立ち
上げました。第4期中長期計画に基づ
き、研究開発成果の普及として、先端
的研究施設等を利用した試験結果をも
とに、性能・品質等を検証するための
仕組み作りの検討を行うとともに、研
究開発の国際的な展開として、リスク
評価手法の開発とその標準化等に取り
組んでいます。このようなSDGsの推
進につながる取り組みを今後も積極的
に実施したいと考えています。

図1　STI forumで配布したBook of Best Practicesに掲載された熊本でのプロジェクトの事例


